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研究要旨 

本研究は、長く厚生労働省と連携してきた日本小児科学会小児医療提供体制委員会を中心に、地域

における小児保健・医療提供体制の改善と多職種の連携について、主要関係者による実践的考察と

熟議といった、量的・質的科学的根拠を創生・基盤にして、全国すべての地域に配慮して小児保健・

医療を中心に、福祉や教育を含めた主要関係者との包括的かつ客観的総意形成に基づき、望ましい

小児医療提供体制に関する提言を作成することを目的とする。 

 研究班において、系統的レビュー、費用対効果分析、二次データを用いたデータ分析など、量

的研究手法や、熟議による客観的総意形成法などの質的研究手法を併用して、厚生労働省の所管課

をはじめとして、全国すべての地域に配慮して小児保健・医療を中心に、福祉や教育を含めた主要

関係者との包括的かつ客観的総意形成に基づき、望ましい小児医療提供体制を考察した。長く厚生

労働省と連携してきた日本小児科学会小児医療提供体制委員会を中心に、小児科医会、在宅小児医療、

学校保健、医療経済、看護、さらには海外との連携など、幅広く主要関係者による研究体制を構築して、

二次データ解析、系統的レビュー、費用対効果分析、さらに実践に基づく社会科学的考察・専門家諮問

など政策の意思決定に資する量的・質的手法を併用して、小児医療福祉提供体制の強化に関わる包括的

かつ客観的な総意形成による政策提言を行った。 

 
A. 研究目的 
本研究は、長く厚生労働省と連携してきた
日本小児科学会小児医療提供体制委員会
を中心に、小児科医会、在宅小児医療、学
校保健、医療経済、看護、さらには海外と
の連携など、幅広く主要関係者による研究
体制を構築し、１）日本小児科学会保有デ
ータや政府統計など二次データを駆使し
た小児入院病床と小児科医師の適正配置
や救急医療体制等に関するデータ分析、２）
病院、学校や診療所を含め地域における小
児の積極的予防による健康負担軽減と健
康増進に関する系統的レビューと費用対
効果分析、３）米国小児科学会など海外関
係者との連携を含め、人口過少地域や都市
部を含め、病院や診療所、小児在宅医療と
の連携のあり方について、主要関係者によ

る実践的考察と熟議といった、量的・質的
科学的根拠を創生・基盤にして、全国すべ
ての地域に配慮して小児保健・医療を中心
に、福祉や教育を含めた主要関係者との包
括的かつ客観的総意形成に基づき、望まし
い小児医療提供体制に関する提言を作成
することを目的とする。 
 
B. 研究方法 
 平成 28年度は、研究班において、系統的
レビュー、費用対効果分析、二次データを用
いたデータ分析など、量的研究手法や、熟議
による客観的総意形成法などの質的研究手
法を併用して、データの整理を行い、平成 29
年度にかけて、厚生労働省の所管課をはじめ
として、全国すべての地域に配慮して小児保
健・医療を中心に、福祉や教育を含めた主要
関係者との包括的かつ客観的総意形成に基
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づき、望ましい小児医療提供体制を考察した。
それぞれの年度で研究班会議は予定通り 2回
行い、小児科学会・小児科医会を中心に在宅
小児医療、学校保健、医療経済、看護、さら
には海外との連携など、幅広く主要関係者に
よる研究体制が構築した。 
（倫理面の配慮） 
本研究ではすべてデータ・文献ともに二次
的情報を用いるため倫理審査は不必要と考
えられるが、一次調査を必要とする研究にお
いては倫理審査を行い、研究対象者に対する
人権擁護上の最大限の配慮を払い、研究を施
行した。 
 
C. 研究実施の概要と結果 
１．学会保有データや政府統計など二次デー
タを駆使した小児入院病床と小児科医師の
適正配置（A）や救急医療体制（B）等に関す
るデータ分析（担当：江原（朗）、中林） 
平成 28年度は、班会議を開催し、データ分
析に必要なデータの整理とともに入手手続
きを行った。具体的には Aに関しては、厚生
労働省による医師調査、地理情報（GIS）、日
本小児科学会による病院調査などを用いて、
小児人口密度と地理的要因、医療圏情報を加
味した、データ分析を進めた。Bに関しては、
日本小児科学会中核病院小児科・地域小児科
センター・地域振興小児科登録データと地理
情報を用いて市民向け小児保健・医療提供体
制に関する情報提供方法について分析と検
討を行った。 
平成 29年度では、研究チームでは、厚生労
働省による医師調査、地理情報（GIS）、日本
小児科学会による病院調査などの二次デー
タの解析を進めた。江原は全国の小児科病床
（単科病床および混合病床）と各市区町村の
位置情報から，各市区町村の中心から 20 キ
ロ圏内に存在する小児科病床数を地理情報
システムで計算し，小児人口あたりの小児科
病床数を求めた．中林は小児救急医療体制な
ど社会が小児科医に求める業務量を将来人
口に合わせた試算における可視化された情
報の活用を検討した。これらの分析結果は小
児科学会において、地域における小児保健・
医療体協体制の検討に資した。 
 
２．地域における小児の積極的予防による健
康負担軽減と健康増進に関する系統的レビ
ューと費用対効果分析（担当：蓋、丹羽、並
木、森） 

 平成 28年度は、地域、学校、集団、個別に
分けて、小児期に予防効果のある介入につい
てオーバービュー・レビューを行い、結果の
発表を行った。班会議における専門家の意見
を踏まえて、我が国において新たに提案でき
る地域、学校、診療所における小児の積極的
予防に関して、小児肥満の予防を例にして、
成人期以後の慢性疾病負担に関する予測モ
デルを構築した。 
平成 29 年度は、森と蓋は地域、学校、集
団、個別に分けて、小児期に予防効果のある
介入についてオーバービュー・レビュー、ま
た小児介入が成人期以後の慢性疾患にもた
らす長期的インパクトの試算を行った。丹羽
は子どもの在宅医療を支える地域医療をめ
ぐって、学校や教育委員会の体制や教職員の
対応等の課題、特に痰の吸引等の医療的ケア
を必要とする子どもや医療や生活管理を継
続して必要とする子どもの学校生活上での
課題を考察した。この結果は、我が国におい
て新たに提案できる地域、学校、診療所にお
ける小児の積極的予防に関する施策への重
要なエビデンスになる。 
 
３．病院や診療所、小児在宅医療との連携の
あり方についての主要関係者による実践的
考察と熟議（担当：江原（伯）、田口、佐藤、
宮本、渡部、大山、前田、中板） 
 江原（伯）、田口、宮本、前田、中板は、そ
れぞれ診療所、病院、小児在宅医療、看護の
側面における連携のあり方について、渡部は
人口過少地域における小児保健・医療提供体
制について、佐藤は新しい小児保健・医療提
供体制における小児科医の質について検討
した。大山は新しい小児保健・医療提供体制
を想定した小児の医療財政制度の課題につ
いて整理した。これらの課題を班会議で熟議
し、包括的かつ客観的総意形成に基づき、
政策形成に向ける提言を整理した。 
 
D. 考察 
 小児保健・医療は大きな過渡期を迎えてい
る。小児救急医療の危機を端緒に日本小児科
学会と厚生労働省が連携して、重点化が進み、
一定の成果を得た。小児救急医療や高度先進
医療の整備はまだまだ中途であるものの、近
年小児医療の大きな質的変化が観察されて
いる。少子化、予防接種の浸透、医療の進歩
により、重症急性期疾患が慢性疾患へと変質
し、日常感染症をはじめとする中等度・軽症
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急性期疾患は軽症化・減少している。このた
め重症な疾病や慢性疾患を持つ子どもたち
や家族の生活の質が支えられるような、在宅
医療をはじめとした、地域における医療提供
が重要視されている。生活習慣病や行動・メ
ンタルヘルスの問題が課題とされ、健常と疾
病の境界は不透明になり、小児の包括的な成
長発育支援が求められている。米国において
は州単位でブライト・フューチャーズとして
新しく多職種連携による長期にわたって子
供の成長発達を支援するプログラムが導入
されるなど、多くの諸外国ではすでに時代の
流れに応じて変遷しており、こういった現状
を踏まえ、新しい小児保健・医療提供体制の
かたちを提示することが求められている。 
本研究は、系統的レビュー、費用対効果分
析、二次データを用いたデータ分析など、量
的研究手法や、熟議による客観的総意形成法
などの質的研究手法の併用により、地域にお
ける小児保健・医療提供体制の改善に必要な
エビデンスを網羅した。全国すべての地域に
配慮して小児保健・医療を中心に、福祉や教
育を含めた主要関係者との包括的かつ客観
的総意形成に基づき、望ましい小児医療提供
体制を考察し、直接的に厚生労働行政の施策
にする可能性と市民社会への情報提供を果
たした。地域における小児医療提供体制の課
題として、医療的ケアが必要となる児への在
宅医療サービスの強化、また健常児を対象と
する包括的な成長発育支援に向ける多職種
連携に関わる可能な施策、採算性の課題につ

いて熟議した。 
 
E. 結論 
 本研究では、小児科学会・小児科医会を中
心に在宅小児医療、学校保健、医療経済、看
護、さらには海外との連携など、幅広く主要
関係者による研究体制が構築し、二次情報を
用い質の高く量的・質的な政策科学の科学的
根拠による政策提言を行った。 
 
 
F. 研究発表 
1. 論文発表 
本研究の二次データ解析、系統的レビュー、
費用対効果分析の結果に基づいた論文は国
際学術誌に投稿する予定である。 
 
2. 学会発表 
なし 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定
を含む。） 

1. 特許情報 
該当なし 
 
2. 実用新案登録 
該当なし 
 
3. その他 
該当なし

 


